フィリピン・ミンダナオ島の平和構築におけるローカル・ガバナンス by 南部 徳馬
 77フィリピン・ミンダナオ島の平和構築におけるローカル・ガバナンス早稲田社会科学総合研究　別冊「2011年度 学生論文集」
1.　はじめに
　本稿の目的は、フィリピンにおける貧困問題とその解決策実施との乖離の原因を探るこ
とにある。2011年夏期に、社会科学部設置の紛争解決論実習 1に参加した。そこではフ
ィリピンのミンダナオ島における平和構築の実態を観察し、それに関わるたくさんの組織
においてインタビュー調査を行った。具体的には、Office of Presidential Advisors for 
Peace Process（OPAPP）、フィリピン国軍（Armed Force of the Philippines AFP）、ゲリラ
側スポークスマン、NEDA（National Economic Development Agency）を筆頭とする開発
関係者、知事・市長など地方政府、NGO、大学関係者などである。詳しくは、Nambu 
Kazuma and Fukushima Keitaro eds., The Study of Conflict Resolution in the summer of 2011 
Final Report-Mindanao and Timor-Leste, School of Social Sciences, Waseda University, Feb. 
2012,英文全 204頁、を参照されたい。
　事前学習において、フィリピンの行政分業体制を学び、それが実際にはいかに機能して
いるかに興味をもった。実習を通じ様々なプランを聞きそのうえで実態と比較する機会に
恵まれた。そこで生じた疑問は、何故ここまで熟慮された計画を実行しているにもかかわ
らずフィリピンは貧困のままに留まっているのかという点であった。本稿では、実習前の
学習、実習から経験的に得た知識、その後の学習で得た知見を用い、その疑問を解決する
ことを試みたい。
　そのために 2004年の世界銀行『世界開発報告』に掲載されたサービス・デリバリーに
おける諸アクターの関係と、分権化に着目して議論を進める。ミンダナオ島はその歴史か
ら、小島ながらも地域的な特色が色濃く、島民のアイデンティティは多様である。そのた
め、より地域色に対応した開発政策が必要であると考え、そのための一方策である分権化
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に着目した。また、ミンダナオ島は現在大規模な武力紛争は進行しておらず、社会開発や
経済開発、平和的な紛争解決や安全対策が平和構築における主たる課題になっている。本
稿では、特に前者 2つに関わる財の提供のためのガバナンスに着目した。
　本稿では、まずフィリピン歴史を分権化というキーワードに着目しながら簡潔に記述す
る。その後サービス・デリバリーに関わるガバナンスと分権化についての理論をまとめ
る。最後にミンダナオ島での実習を踏まえ、ミンダナオ島の特色と、平和構築の実態を記
述する。サービス・デリバリーと分権化の分析枠組みに沿ってミンダナオ島の細かな実態
に即した分析を行うことで、ミンダナオ島におけるローカル・ガバナンスの全体像を提示
する。その特色を述べることで、先の疑問に関する一定の解答を与えていきたい。
2.　「分権」から見たフィリピン政治史
　本節ではフィリピンの地域行政と地方分権、地域の人々の政治参加の特徴を捉えるため
に、歴史を振り返る。1項では植民地時代を、2項では独立からマルコス政権の戒厳令ま
で、3項ではエドサ革命から現在までの状況を、地方分権・政治参加という視点から述べ
ていく。
　（1）　植民地時代
　フィリピンの地方分権の歴史は、スペインの植民地であった 16世紀まで遡ることが出
来る。それ以前までフィリピンには統一国家は存在せず「バランガイ」と呼ばれる集落が
政治・社会単位として点在していた。その首長は、ダトゥと呼ばれ、長老会議と共に自治
を行っていたと言われている。このバランガイが、スペイン植民地時代に徴税単位として
利用された。ダトゥは、植民地支配権力と現地住民を仲介し徴税を行う役目を担う。バラ
ンガイは以後統合され、町や市となり、州が設置された。州の首長はスペイン総督によっ
て指名され、首長以下の役人は総督の代理人となり、自己裁量権はほぼなかった1）。ただ
し、このころ南部のミンダナオ地域ではスペイン統治に対する激しい反抗がおき、安定的
な支配は出来なかった。
　スペインの植民地支配は、1896年から始まるフィリピン革命まで続く。ホセ・リサー
ル Dr. Jose Rizalが思想的影響を与え、アギナルド Emilio Aguinaldo y Famyが指導したこ
の革命は、アメリカの支援も得た。しかし、その後アメリカ軍はマニラを占領、軍事政権
を樹立することになる。アメリカは当初「恩恵的同化宣言」に象徴されるように、緩やか
な統治をし、同化を目標としていた。また、フィリピンにある程度の地方自治を任せる事
を考えていた。ウィリアム・マッキンリーWilliam McKinleyアメリカ合衆国第 25代大統
領が 1900年 4月 7日に発した「フィリピン委員会への指令」にその意図が読み取れる2）。
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しかし、アメリカは実際には中央集権的な支配を行った。この変更に関してアメリカ側が
示した理由は、地方政府内に自治能力を有した公職者がいないこと、そして、前述の革命
勢力の意志を継ぐ形で反米勢力が抵抗を続けたことが挙げられる。アメリカは、フィリピ
ン各地で軍事作戦を展開し、占領するごとに町・市・州選挙を行い、議会を設置していく
形で統治を進めた。この選挙による公職者選出の仕組みは後の地方自治の基盤になるが、
最終的な決定権は中央政府が握っていた。1916年のフィリピン自治法の制定から、フィ
リピン人の自治への移行が模索されるが、中央総督と地方議員のせめぎあいが激化した。
　1935年にはコモンウェルス（独立準備政府）が成立する。このころの地方分権に関し
ては、中央政府が強い権限を持っていたとされる。たとえば 1936年から 1940年まで、全
ての市長が大統領により決定されたことなどが例に挙げられる3）。しかし、一方で、地方
でのフィリピン・エリートによる自治の発展も着目される4）。このころ、アメリカはアメ
リカ型の議会制度をフィリピンに導入しようとする一方、フィリピン人に自治を与えよう
と「フィリピン化」した。つまり地方政治に関する権力は地方のフィリピン・エリートが
持ったが、資源・財源は中央が所持・管理するという形が生まれた。そして、議員は議会
において中央の権力を批判するのである。言い換えれば、このころは、中央を突き上げ、
予算を得ようとする地方の権力と、それを抑えようとする中央の権力争いが激しく行われ
ていた。1935年～1946年のコモンウェルス期には、地方分権は権力委譲という問題にお
いて、まさに過渡期にあったと言える。
　（2）　独立後とマルコス時代の戒厳令
　フィリピンは 1946年にアメリカからの独立を果たす。このころから分権化に関する法
律がいくつか制定され、フィリピンの地方分権が法的な側面で進んでいく。1959年には
町政府に予算決定権を与えることを盛り込んだ地方政府法改正法、市・町よりも下位の政
府バリオを規定したバリオ憲章が成立。これにより、議会成立による自治基盤の確立と権
限の強化、治安維持の強化、財源の確保、普通選挙の実施、が規定された5）。1967年には
地方政府により大きな裁量権を与える分権化法が成立する。しかし、これらの法整備がな
される一方で、地方は財政的に力が弱く、実際にはそれほど活発に自治は行われていなか
った6）。
　1972年には、フィリピンの政治体制の大きな転換点を迎える。フェルディナンド・マ
ルコス Ferdinand E Marcos大統領時の戒厳令である。この体制化の特徴を、藤原（1994）
は 3点述べている。まず政治体制の中核に 3つの政治・社会集団がおり、政策遂行の障害
排除に暴力が用いられたこと。次に政治権力の正当性を経済発展においたこと。最後に集
権的国家機構と国民意識を「上から」形成しようとしたことである。1点目、3点目から
象徴されるように、このころの地方分権は民主的には行われず、決定権は中央に握られて
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いた。しかし、一方、2点目からわかるように経済開発を行うために、「地方」の制度化
が行われたこともまた事実である。具体的には中央政府の機関を地方に移転させ、地域ご
との開発計画を積み上げる方法が行われ、地方開発評議会が設置された。こうして中央と
地方の垂直な関係が形作られた。
　他方、マルコス戒厳令体制下では多くの非政府組織（NGO）や民衆組織（PO）が誕生
し、抵抗や事業を行った。このことは地方の草の根レベルでのガバナンスを構築する布石
になっていた。
　（3）　1987年憲法と 1991年地方政府法
　1986年のエドサ革命以降、フィリピンの民主化は大きな目標となり、地方分権も大き
な課題となった。1987年に発効した憲法では、第 2条 23項において「国家は、国民の福
祉を促進する非政府組織、コミュニティに基礎を置く組織、あるいは部門組織を奨励す
る」とし、NGOの活動を奨励することを定めている7）。また、第 10条において、地方自
治における一般原則を規定している。ここでは地方政府が自治を享受すること、国税から
予算を受けること、独自の財源を持てること、開発で得た資源の収益を公平に得られるこ
と、などが規定され、地方分権への基盤となった。
　1991年には地方政府法が制定された。この特徴は、3つある。第 1に、地方の特色に対
応するため、経済開発や社会保障に関する政策決定権が委譲された。第 2に、財政に関し
ての裁量権を地方が多く持った。第 3に、市民の参加を重視し、そのための条件や機構を
整えることを地方政府に求めた。それを受け、各地域に「地方特別会議」や「地方開発会
議」、「地方平和秩序評議会」など各種の機構が設立され、NGOや POのメンバー参加が
促された。
　このように 1987年以降、フィリピンにおいて地方分権は制度上の枠組みが完成した。
現在は図 1で示したように縦に 5層からなる分権構造を持つ。
3.　ローカル・ガバナンス
　本節では、ローカル・ガバナンスの分析枠組みを提示する。まず 1項でガバナンスの語
源と開発援助の場合の使用について記述し、概念の定義を行う。2項で紛争解決・平和構
築のためのサービス・デリバリーに関する分析枠組みを提示する。3項ではローカル・ガ
バナンスを考えるため、「分権化」についての分析枠組みを提示する。
　（1）　ガバナンスとは
　ガバナンスという言葉は、政治・行政・国際関係・経営・社会学など、多くの学問領域
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において独自に定義されているため、その定義は統一されたものではない。言語としての
意味を考えた場合、govern「統治する、支配する」という語はラテン語・ギリシャ語で
「舵取り、操舵」を意味する語から派生した8）。そこから「あるものの動きを管理・制御
して、一定の方向に導く」という意味を語源から理解することができる。「あるもの」と
は経営学においては「会社」であり、開発学においては「国家」や「関係するアクター」
になる。「一定の方向」とは業績の向上や経済発展が当てはまる。そのための諸機関とそ
れらにかかわる規則や実際の関係性を以てガバナンスであると定義できる。
　開発援助において「ある国の開発のための経済的および社会的資源の管理における権力
行使の仕方」であると世界銀行は定義した9）。しかし、この開発援助におけるガバナンス
の概念においても、「それが具体的に何をさすか」は、開発コミュニティによって異なる。
ガバナンスは政治・経済・行政・制度など、多くの対象・分野から構成されると考えら
れ、これらのどの部分をどの程度重視するかにより解釈が異なる。例えば世界銀行はガバ
ナンスの構成概念を「説明責任」「法の支配」「情報と透明性」の 3つであると定義し、国
連開発計画（UNDP）は「市民の参加」「法の支配」「透明性と説明責任」「効率性」「公平
性と社会的正義」の 5つであると定義する10）。
　ガバナンスは構成要素こそ各団体により多様だが、語源を考えた場合、社会の資源や財
を管理・分配するための規則・実際の関係性であり、公共財を分配する社会サービスを考
察する際にも関係する。紛争解決・平和構築において、開発やサービス・デリバリーの面
で地方の諸団体の構築するローカル・ガバナンスは重要である。
　（2）　サービス・デリバリーの分析枠組み
　世界銀行『世界開発報告 2004』によれば、世界銀行はサービス・デリバリーの仕組み
を分析するために、以下の図を用いて説明している。
図 1　フィリピンの行政構造概念図
（出所：国土交通省国土計画局「各国の国土政策概要」http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/
international/spw/general/philippines/index.html）
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図 2　サービス・デリバリーにおける権力関係
（出所：World Bank, World Development Report, 2004, p. 49）
　サービス・デリバリーに「国家・政策策定者」「サービス提供者」「市民・貧困層」とい
う 3つのアクターを設定する。国家・政策策定者は平和構築や貧困削減のために政策を策
定する。その計画をサービス提供者と協約し、サービスの提供、政策の実現のための行動
をとる。市民はそのサービスを享受する。相互にこうした関係に立つと考えてよいだろ
う。このとき、これらのアクターの間の説明責任が重要になる。つまり、サービス享受者
の要求が国家やサービス提供者に届くこと、また、その改善が行われていることが重要に
なる。これらが確立されていないと、サービス・デリバリーは本当に求められているもの
を供給しない、効率の悪い供給をするという問題が生じると報告書は説明している。説明
責任とは委任（Delegating）、ファイナンス（Financing）、パフォーマンス（Performing）、
実績に関する情報（Informing）、執行力（Enforcing）という 5つの行為によって成り立
つ。5つの行為の関係性は次頁の図 3のように示される。
　サービス・デリバリーの関係をウィリアム・イースタリーWilliam Easterlyは著書『傲
慢な援助』において「フィードバックとアカウンタビリティ」という表現で説明してい
る。サービス提供者の行動に対して、サービス受給者は評価を返す。サービス提供者は評
価に対して、説明責任を果たし、改善を行う。この関係がより効果的なサービスを提供す
ることに繋がる。
　サービス・デリバリーを難しくする要因もある。サービス・デリバリーは、サービスを
直接提供する労働者が、明確な目的・動機・十分な資源・技術的な能力を持って十分に行
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われる11）。これらが欠けた場合、サービス・デリバリーは失敗する。コミュニケーション
が行われない場合、受け付けられない場合にも失敗が起こるだろう。
　（3）　分権化
　ここでは地方分権の動機からその効果を述べた後、地方分権の分析枠組みを示す。
　笹岡・西村（2008）では分権化の動機を 3つに整理している12）。①中央でのエスニシテ
ィや宗教などによる権力争い②地方の権力エリートによる権力の占有③公共セクター改
革。①と②から、分権化には政治権力の配分を行う効果があると言える。中央での権力争
いを抑えるために、地方における権力を分ける。地方権力者が政治に強力に干渉する力を
得ることで相対的に中央政府の権力が弱まる、などの効果である。一方③から、住民によ
り効果的なサービス提供を行うという効果をあげることができる。サービス享受者により
近い地方政府のほうが地域住民の要求を効果的に把握できる、という考え方である。こう
した観点からは、生活のために必要な物資やサービスを提供するための地方での平和構築
には、分権化も有効な手段であるといえる。
　地方分権は、授権先の機関によって、3つの分類が可能である13）。1つ目は「脱中心化」
図 3　説明責任における 5つの要素
（出所：World Bank, World Development Report, 2004, p. 47）
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または「分散」と呼ばれるもので、中央の権限は維持したまま、同じ機関内の地方部局に
業務のみを分散する方法である。2つ目は「権限委譲」であり、業務の権限・責任を地域
住民に選ばれた機関に譲る。つまり、地方自治に任される方法である。これらは言い換え
れば地方がどれだけ自治を行っているかの程度による分類であり、後者の方が自治・責任
を地方が負う割合が増える。また類型として「民営化」も存在する。これは公的機関間の
移動ではなく、権力から民間企業・個人への権限移転をさす。
　さらに委任される権限によって 3つの分類が可能である。行政的・財政的・政治的分権
の 3つである。行政的とは業務を、財政的とは予算を、政治的とは権限をそれぞれ分け
る。先の 3分類と合わせて 9通りの分権類型があることになる。
4.　ミンダナオ島におけるケーススタディ
　本節では、ミンダナオ島についてのケーススタディを述べる。1項でミンダナオ島の特
徴を簡潔に記述する。2項ではフィリピンの地方開発の方法の詳細を述べた上で、夏期実
習に基づく記述を経てその特徴をまとめる。3項で前節の分析枠組みを踏まえ全体像を提
示し、分析していくことで、フィリピン・ミンダナオ島における活動のローカル・ガバナ
ンスの実際を評価する。
　（1）　ミンダナオ島基礎データ
　ミンダナオ地域は図 4に示されるフィリピン南部の島嶼部である。この地域は 6つの地
方からなり、実習では地方 XII、ARMM、地方 XI、地方 XIIIを訪問し、調査を行った。
この地域の特徴で、私が重要であると感じたのは、次の 4点である。第 1に少数民族やイ
スラーム教徒など異なるアイデンティティを持つ人々が同地域に居住していること、第 2
に、40年以上武力紛争が継続していること、第 3に、豊かな天然資源に恵まれているこ
と、第 4に、住民の多くが、極度の貧困に苛まれていることである。
　フィリピンは国民の 90％以上がローマ・カトリック教徒であるが、ムスリムや山岳少
数民族がわずかながら存在する。特にミンダナオ地域にはムスリムが多く居住している。
これはスペイン植民地時代の反スペイン闘争によって支配を免れたことが関連している。
これらの少数民族は土地や資源の所有権問題について中央政府と争うことが多い。またこ
の紛争にフィリピン共産党・新人民軍・民族民主戦線（CPP/NPA/NDF＝CNN）など共
産主義勢力が関係し、紛争を助長している場合がある。また近年は国際的テロ組織アル・
カイーダと関係を持つといわれるアブ・サヤフやジャマイアー・イスラムもミンダナオ島
で活動をしており、ミンダナオ島にはこれらの主張の異なるアクターが同居していること
が特徴である。
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　ミンダナオにおける紛争の中で最も大きな例がマルコス政権時代から始まるムスリムと
政府軍の武力紛争であろう。マルコス政権時代の戒厳令に対し、ムスリムたちはモロ民族
解放戦線（MNLF）を結成し、武力による抵抗運動を始めた。この武力紛争は 1976年の
トリポリ協定によって和平が締結されたが、MNLF側は政権側の対応を不満として再び
武力紛争に踏み切った。フィデル・ラモス Fidel V Ramosの政権時である 1990年に、ム
スリムの多数派が集まる地域を対象にムスリム・ミンダナオ自治地域（ARMM）が発足。
1996年には新たな和平協定が締結された。しかし、イスラーム国家建設を掲げ、MNLF
と分離していたモロ・イスラーム解放戦線（MILF）はこれに反発。2000年にはMILFと
政府との紛争により、約 80万もの難民が発生した。
　2001年からグロリア・アロヨMaría Gloria Macaraeg Macapagal-Arroyoが政権を担い、
和平交渉を再開した。2008年には、両者の間の大きな争点である領土問題に対し「先祖
伝来の領土に関する覚書（MOA-AD）」が出された。これには先祖伝来の土地・資源に対
して権利を認める内容が含まれていたが、署名の前に国民の反発があり、頓挫した。この
事件の影響で再びMILFと政府との武装闘争が始まり、約 60万人の難民が発生した。
2010年、“ノイノイ”ベニグノ・シメオン・コファンコ・アキノ 3世 Benigno Simeon 
“Noynoy” Cojuangco Aquino IIIが大統領になる。2011年にはアキノ政権とMILFとの和
平にむけた秘密会談が日本で行われた。
　この紛争の背景には、ミンダナオに存在する豊かな資源や土地、蔓延する貧困、少数民
族への人権問題などが存在する。以上がフィリピン・ミンダナオ島の特徴と言える。
図 4　地域ブロック図
（出所：国土交通省国土計画局「各国の国土政策概要」http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/
international/spw/general/philippines/index.html）
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　（2）　各団体の平和構築活動とローカル・ガバナンス
　まずこの地域における開発計画の成立過程から、分権状況を述べる。その後、夏期実習
の際、インタビュー調査を行った組織を前節 2項の分析枠組みによって分類し、実際の行
動や関係性を見ていく。
　2004年第 2次アロヨ政権時代に、6年間の任期中の重点事項として「10項目のアジェ
ンダ」を示した。国家経済開発庁（NEDA）を中心に、このアジェンダに沿って中期開発
計画（MTPDP）が策定された14）。中央によって国全体の開発計画が策定され、この計画
をもとに、地域開発協議会（RDC）が中心となってその地域の独自性を考慮した地域開
発計画（RDP）を策定する。ミンダナオ島の場合にはMindanao Strategic Development 
Framework 2010─2020という島レベルの計画が中央によって策定されている。これは前
項で述べたミンダナオ島の特殊事情に政府が配慮した結果である。
　地域は開発計画を策定する段階においては、権限をある程度委任されていると言ってよ
い。しかし、予算はまだ少なく、財政的な分権が完全な形で行われているとは言いがた
い。
　夏期実習では 24の組織にインタビュー調査を行った。それを前節 2項の分類をもとに
整理すると以下のようになる。
　以下それぞれの分類のアクターをその行動と関係性から述べていく。
　A.　国家・政策策定者
　和平プロセス担当大統領顧問室（OPAPP）は、PAMANAプログラムという開発・紛争
解決のための包括的アプローチを打ち出した。このプログラムは地域ごとの多様な開発プ
ログラムの核となるものである。ミンダナオ開発庁（MinDA）はミンダナオ島における
開発に関わる組織全体のコーディネートをする。ミンダナオ島全体を総体的にとらえ、戦
略的な方針を打ち出し、ミンダナオ島の問題を効果的に統合・分割する。また BIMP-
EAGAと呼ばれる地域統合計画に積極的に参画する。
　国家経済開発庁（NEDA）は、政策の策定の根幹を担っている。地方事務所は権限の移
動（脱中心化）の一環であり、行政的・財政的分権の現れであるがゆえに、この存在だけ
では自治を行っているとは言えない。人々の意見を集約するための会議などを行ってい
る。その下に州知事・市長・町長・と政治・行政部門の代表者が続く。州・市・町・バラ
ンガイではそれぞれの地域にあった独特の開発計画を立てている。例えば、ソクサージェ
ン地方のサランガニ州では、「カリナウ・サランガニ（KALINAW SARANGANI）」と呼ば
れる地域の伝統を尊重した方法で進められる平和プログラムが実施されていた。ダバオ市
では工業化が進んでおり、さらに投資を増やすためにセキュリティ部門に力を入れてい
る。ジェネラル・サントス市では他国地方都市同士のネットワーク「BIMP-EAGA」の交
易に力を入れるなど、地域色を踏まえた開発・発展計画を作成している。これら政治・行
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政担当者と市民社会の仲介をし、開発計画に影響を与えるのが地方開発評議会である。こ
のほかにも開発や治安維持のための委員会が存在し、それらには市民グループのリーダー
などが参加する。
　ミンダナオ島における特殊な行政区分として、ムスリム・ミンダナオ自治地域があげら
れ る。この地方政府は、NEDAの地域事務所などと違い、名目上完全に自治を獲得して
いる。しかしその分財政状況も芳しくなく、地域には貧困が蔓延している。
　B.　サービス提供者
　夏期実習でインタビューを行ったサービス提供側の組織は大きく 3分類できる。軍・公
的機関の実働部門、民間部門、国際機関の 3つである。このなかで、より直接的に政策策
定者の影響を受けるのは軍・公的機関で、民間部門と国際機関は、行政・立法などにより
間接的に制約を受けている。
　フィリピン国軍（AFP）は予算から行動まで政策策定者から制約を受ける。両者の説明
責任関係は薄いといえる。実際に軍のある部隊は、平和構築活動に積極的に挑戦してい
表 1　2011 年度紛争解決論実習 1　訪問先一覧
国家レベル 地域レベル 地方レベル
国家・政策策定者 和平プロセス担
当大統領顧問室
（OPAPP）
ミンダナオ開発庁
（MinDA）
国家経済開発庁
地方事務所
（NEDA XI, XII, 
XIII）
州、市、町役所
1）DAVAO City
2）GENERAL 
SANTOS City
3）SARANGANI
カラガ地域
平和開発評
議会
（Caraga 
RDC）
ムスリム・ミンダ
ナオ自治地域
（ARMM）
国際組織 公的組織 民間組織
サービス提供者 国連ボランティ
ア計画（UNV）
フィリピン国軍
（AFP）
J Marquez 
School of Peace
国連世界食糧計
画（WFP）
1）73rd 
Infantry 
Battalion
KAPAYAPAAN 
KAPATID 
COUNCIL
（NGO）
国連難民高等弁
務官
（UNHCR）
2）Mindanao 
East Command
住友フルーツ
国際監視団
（IMT）
3）402nd 
Infantry 
Brigade
日系人会、ミン
ダナオ国際大学
日本領事館 バンサモロ開発庁
（BDA）
Father 
Saturnino Urios 
University
（筆者作成）
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る。災害時緊急対応、教育施設建設の補助、保健・衛生事業、市民フォーラムの開催、観
光事業、これらを通し平和構築を行う新しいアクターであった。しかし、その一方で、市
民との説明責任関係には疑問が残る。フォーラムの開催による委任・執行力の行使や、徴
税によるファイナンスの関係性を築いてはいる。しかし、本節 1項で述べたとおり、国軍
は武力紛争の一翼を担った。人々の軍に対する不信感は根強い。実際に市民参加を促すこ
とは実働部門での課題でもあるということが当事者から語られた。公的機関としてはバン
サモロ開発庁（BDA）という組織も存在し、国際団体からの支援を得ながら主に紛争地
域の開発を担っている。
　一方でプライベート・セクターは同一のアイデンティティや価値観を持つ人間が集ま
り、その理念に基づき行動をしている。しかし、そこにおける活動は政策策定者よりも、
市民側、特にファイナンスを行える富裕層との説明責任を重視しているように思われる。
広範囲・包括的に公的なサービスを供給するよりも、地域性や柔軟性に富む活動を行って
いる。
　国際機関の場合、予算はフィリピンの政策策定者からは自由であり、大規模な支援も行
えるが、行動の制限が存在する。国際監視団（IMT）は監視を専門に行う機関である。複
数の国家からなる機関であるので、各国の思惑もあり、柔軟な対応を取りづらい。国連ボ
ランティア計画（UNV）、世界食糧計画（WFP）、国連難民高等弁務官（UNHCR）など
は、あくまで持続可能な開発を求めており、その方法を模索していた。現地の人々のニー
ズを正確に取り入れることも課題の 1つである。
　C.　市民・貧困層
　ここからは特にサービスを受ける側のアクターについて述べる。夏期実習中に受けた講
習や、実際にインタビューした人々の話をもとに以下記述することを断わっておきたい。
　ミンダナオ島において、多くの人々は貧困に晒されている。しかし、一方、2節で述べ
た歴史上の特色や、NGO総数によって述べられるように、政治への市民参加が活発なこ
ともフィリピンの特徴の 1つである。しかし、一方でステークホルダーの乱立という問題
も抱えている。ミンダナオ島には RIDOと呼ばれる地方権力者がいる。IP（Indigenous 
peoples）と呼ばれる少数民族や、キリスト教徒、イスラーム教徒、富裕層、貧困層がい
る。また少数ではあるがイデオロギー的確信を持つ共産主義者や関連団体・テロ組織に関
わる人間もいる。このように利害関係が乱立する中、地域の意見集約は難しいものにな
る。実際に地方 XIIIには山岳系の少数民族が多く、彼らとの交渉は政策策定者にとって
大きな課題である。これらは効果的な投票権やクライアント・パワーの発揮を妨げ、健全
なアカウンタビリティの発揮の障害になる。
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図 5　フィリピン・ミンダナオ島の平和構築活動におけるローカル・ガバナンス概念図
（出所：World Bank, World Development Report, 2004, p. 49などをもとに筆者作成）
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　（3）　分析
　以上調査をもとにフィリピン・ミンダナオ島に存在する平和構築に関わるアクターを整
理し、その行動や関係の特徴を述べた。以下ではそれらを概念図上にまとめ、ミンダナオ
島におけるローカル・ガバナンスについて述べる。
　図 5は本節 2項までの記述をもとにまとめたミンダナオ島のローカル・ガバナンスの概
念図である。関連するアクターが多岐にわたり、サービス享受者の属性がさまざまである
ことが特徴であると言える。さらにミンダナオ島という地域の中にも地方ごとに特色があ
る。イスラーム教徒が多い地域、自然環境に恵まれている地域、工業化の進んでいる地
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域、少数民族が多い地域などである。地域ごとにそれぞれに対応する開発計画が練られて
いる。しかし、その地域ごとの開発計画も、地域の自治に完全に任されてはいない。中央
の計画をもとに、脱中心化、行政的な機能の分権による地域事務所を中心に、地域評議会
を通すことで地方色を出すという方法がとられていることも特徴である。この方式の具体
例として、地方 XII、ソクサージェン地方で行われている 73rd Infantry Battalionの平和キ
ャンプが挙げられる。政府軍の一部隊である組織がサービス提供者となり、NEDAと
RDCが中心となり立てた計画のもと平和構築活動を行う。彼らは住民参加に重点を置い
ている。活動には住民参加型のプロジェクトも多く存在し、フォーラムによる意見交換
や、住民と部隊が合同で活動も行う。
　ここで実際にこの関係がどれだけ機能しているかという問題を考察したい。前述の
73rd Infantry Battalionで行ったインタビューで、当事者は 2つの困難を示した。軍に対す
る誤解と、資源不足による人々のインセンティブの低下である。武力紛争時代の軍に対す
る不信や偏見が、活動を行う政府軍への誤解につながる。それは IP、イスラーム教徒、
キリスト教徒、ルマドと呼ばれる先住民族という多数のステークホルダーを抱える地域で
の紛争解決の大きな障害となる。また、開発には資源、特に開発援助のための予算と物資
が不足している。その結果、人々の期待に応えることが困難になり、人々の活動に参加す
る動機は低下する。この 2点を原因として、3節で述べた説明責任関係を損なうことにつ
ながり、その関係が機能しているとは言い難い状況におかれているのが現実である。また
ミンダナオ島地域は全体として多数のステークホルダーを抱え、低開発に苛まれており、
ガバナンスの機能の問題は共通していると考えられる。
　この点は、現在中央の公的なアクターが平和構築・開発に大きな役割を担うミンダナオ
島において大きな障害になると考えられる。政策策定者とサービス提供者、両者とも腐敗
の可能性があれば、市民の声は改善につながらない。公的機関の信頼獲得は多様なステー
クホルダーが乱立しているという点からも必要だ。市民同士の紛争を調停する公的機関に
信頼がおけなければ、紛争解決は難しい。
　この問題の解決には分権化の類型の 1つである「民営化」を行い、公的機関に代わって
民間組織が平和構築の大部分を担うというアプローチも考えられる。しかし、そのための
資源不足の克服や、海外アクターからの投資の増加による経済力の成長が大きな焦点にな
ると考える。この方法はダバオ市が積極的で、治安の強化や公務員の監視などを行うこと
で、ダバオ市が汚職のない安全な都市であることを海外に発信し、投資を集める努力をし
ている。
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5.　おわりに
　以上、フィリピン・ミンダナオ島の平和構築におけるローカル・ガバナンスについて述
べてきた。フィリピンでは、中央─地方の権力間の闘争が長く続いたのち、マルコス時代
の強力な中央集権時代を経た。その時の憤懣がミンダナオ島における武力紛争につながっ
た。その背景を踏まえ、その後の政権では地方分権は憲法にも掲げられる至上命題になっ
た。しかしそこから始まる闘争は近年になるまで禍根を残している。
　その紛争から立ち直るための試みとしての平和構築・開発を、ガバナンスという観点か
ら検討した。フィリピンの地方行政においては中央の権力が計画の核を策定し、地方と調
整を行い地域ごとの計画を立てる。開発を担うアクターは数多く存在し、その中でも軍と
いう公的な機関が特徴的である。しかし、腐敗認識指数やガバナンス指数からみられるよ
うに、フィリピンの権力は透明性に問題がある。公的機関が行う開発に、市民の参加をい
かに促すかが大きな課題となる。
　世界銀行によるサービス・デリバリーの枠組みは単純化されたものであり、ここで分権
化の観点を取り入れながら、実習での調査を踏まえ、具体的にミンダナオ島について検討
した点にこの論文の意義があると考えている。川中（2001）によれば、フィリピンの地方
政治研究は文化的・社会構造論的アプローチから国家構造論的なアプローチへと変化して
いる。フィリピン地方政治研究は、地方をその文化・社会的な要因のみから分析する方法
から、国家と地方の関係も分析に含まれるように変化してきている。本稿はそれを踏ま
え、ミンダナオ島だけの事例を取り上げることを控え、中央との関係も分析に含んだ。し
かし、その際、地域の多様性、特に多様なアイデンティティをもつ人々の存在まで詳細な
分析が及ばなかった。
　最後に、本稿を書く上で必要不可欠であった夏期実習でお世話になったコーディネータ
ーをはじめ、現地の人々、同実習に参加した仲間、そして多賀先生に大きな感謝を示した
い。
注
 1）　西村（2009）p. 33。
 2）　西村（2009）p. 34。
 3）　同上。
 4）　例えば藤原（1994）など。
 5）　山根（1998）p. 10。
 6）　西村（2009）p. 35。
 7）　五十嵐（2004）p. 154。
 8）　村田・大塚（2008）。
 9）　World Bank 1997。
10）　独立行政法人国際協力機構（2008）p. 118。
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12）　笹岡・西村（2008）。
13）　西村（2009）。
14）　ODA国別ガイドブック 2010　p. 64。
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